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関谷耕一解説 ，

『月 島 調 查 』 （生活古典叢書6 )

中鉢正美解説 

『家計調査と生活研究』 （生活古典叢書7 )

氏原正治郎解説 

『余暇生活の研究』 （生活古典叢書8 )

大正9 年，第 1 次大戦終了後のこの年を中心とする 

数年は，日本の労働問題研究にとって，まことに画期 

的な時期である。ここにとりあげて紹介を試みる3 つ 

の史料は，-この時期にあらわれた生活問題につ^、ての 

古典的研究であり，その学問的影響は，第2次世界大 

戦を経て, 今日もなお，強い伝統となって生きつづけ 

ている。 、

この度，生活古典叢書として覆刻されたもののうち， 

第 6 卷 「月島調査j は， 3 冊からなる内務省衛生局 

『菜京市京橋区月島に於ける実地調査報告第一輯』（大 

正10年11月30日印刷，同年12月 5 日発行）の報告本文 

である。題名の示すように，当時の東京市京橋区月島 

においておこなわれた実態調査にもとづI 、ていた。こ 

のいわゆる「月島調査」を推進したのは，当時の東京帝 

国大学法科大学教授高野岩三郎であった。この「月島 

調査」には, 関谷耕一氏がすぐれた解説を行っている。

第 7 巻 「家計調査と生活研究j は，明治18年 7 月に 

刊行された岡田良一郎「報徳学奇家談J，大正元年，社 

会政策学会において報告された岡実「職工の生計状態J, 
大正5 年，高野岩三郎が，鈴木文治の協力のもとに， 

労働者の家訐簿調杳を中心に行った研究「東京ニ於ヶ 

ル土十職工家計調直」，大正12年 8 月大原社会問題研 

究所雑誌第1 号に載せられた権田保之助の論文「束京 

市に於ける労働者家計の一模型j および同じく権田保 

之助の大正13年12月同誌第2 巻第2 号掲載の「策京市 

における少額俸給生活者家計の一模型」，同じく権田保 

之助の大正15年 3 月，第 4 卷第1 号所歌の「労働者及 

び小額俸給生活者の家計状態比較J および森本厚吉が, 
そのジ3 ン.ホプキンス大学出版部から刊行された彼 

の学位論文'The Standard of Living in Japan' の要 

約に多少新IA、内容を加えて，大正1年12月の社会政 

策学会で報告された「日米 r最小生活费j 論j の7 個の 

研究が収められ，そのそれぞれについて中鉢正美氏の

克明な解説が加えられている。

また第8 巻 「余暇生活の研究」は，大正10年，大阪 

市社会部調査課において行われた「余暇生活の研究」

を収め，氏原正治郎氏の懇切にして詳細な研究が,解 

説としてのせられている„ この3 巻の史料を同時にと 

りあげたのは, 月島調査，最低生活の研究および余暇 

にかんする問題が，それぞれ密接な関係をもち，わが 

国の労働• 生活問題の研究にとって，まととに不可 

欠なものだからである。個々の史料の内容の紹介に入 

る前に，われわれは，大正8 年 ( m 妳）がら同10年 

(1921年）にかけて，何故に，このような重要な調査研 

究が，突如としてしかも大規模に行われるに至ったか 

を考えてみる必要があるのではなかろうか。

この時期は，まず第1 に r月島調査j の解説者，関谷 

耕一氏および「余暇生活の研究j の解説者，氏原正治 

郎氏ものべてV、るように，第 1 次世界大戦を経験して， 

日本の資本主義の産業構造は，繊維産業を中心とする 

軽工業から，重化学工業の方向に推移しこれとともに， 

労働力構造も，いわゆるr出稼ぎ型j の女子労働者か 

ら成人男子熟練労働者への階級的形成が明瞭にあらわ. 
れはじめ，彼らの生活状態にたいする一般の認識が， 

労働運動の勃興などを媒介として急速にたかまったこ 

とである。

つぎにこの第1 の問題と関連して，この時期は，第 

1 次大戦の結果として，物価がいちじるしく昂騰し， 

労働者の生計费は上昇し，実質賃金の低下によって生 

活の危機を意識した労働者階級は，ストライキに訴え 

て，その生活を防衛しようとし，総同盟を中心として，. 
賃金の大幅ひき上げ， 8 時間労働制，最低賃金制をは 

じめ，治安警察法第18条の撤廃，成人男子普逋選挙権 

の獲得など，多彩な要求を掲げて起ち上りっつあった 

時期に相当する。とりわけ国際労働機構( I L 0 ) 勧告 

との関係で，最低賃金制の前段階として，最低坐活費 

の研究が重悪な課題となり，内務省社会局の設立と' も 
相まって，ここに労働問題,生活問題の調査研究が官 

民ともに大いに刺ち改されたものとみることができる。

こうした日本資本主義のはらむ問題から来た社会経 

済的背景とともに，忘れられてはならないのは，あた 

かもこの大正末期のこの時期に，国家学の一部とみな 

されていた経済学は，それから独立し，わが国におけ 

る独立の社会科学としての地歩を確立し，各大学は， 

法学部から経済学部を独立させることとなったのであ 

る。労働問題の研究に，辣訐学の手法を駆使し，こ 

れらの調通:研究に，先駆者として俾大な役割を果した
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高辭岩三郎博士が，東京大学経済学部創立の立役者で 

あったことは決して偶然ではない。（なお,これについ 

ては，大内兵衛• 森戸辰男• 久留間鮫造藍修•大島淸 

著 「高野岩三郎伝J 岩波書店，1968年を参照。）

以上の点を念頭において，この3 つの資料を読むこ 

とが必要である。

〔月島調査」を推進したのは高野岩三郎であり，彼が， 

大都市東k の代表的地域として，月島を選んだのは， 

ここに工業労働者とりわけ熟練勞働者がその中枢部分 

を形成すると考えたからであった。そして月島調査は， 

大正7 年に開始され, 翌8 年から9 年にかけて実態調 

查が行われ, 大正10年12月に,内務省衛生局から出版 

されたのであるが，高野の指導をうけて実際に調査に 

たずさわり，報告書を執筆したのは，権田保之助，山 

名義鶴および厘野鉄男であった(「月島調S 」解説7〜9頁)。 

この調齑によって，読者は,大正末期の大都市におけ 

る労働者階級の実態に接することができるが，同時に， 

読者にたV、し19世紀から.20世紀初頭にかけてのCharles 
Boothのロンドンにおける労働者階級の状態にかんす 

る研究や， Seebohm Rowntreeのヨーク,市の貧民の状 

態にかんする調査研究を隽露とさせるであろう。事実， 

高野はBoothや itowntreeの研究から非常に多くのも 

のを学んでV、ることは，この調杳研究を読むことによ 

って明らかに感じられるところである。

この調査の意義については，関谷氏がその解説のな 

かでふれているように，①都市の地域社会調査の先駆 

となったこと，②家計調査の先駆となったこと，③労 

働者の生活調査をよびおこしたこと，などであるが， 

私はこの報告書を読むことによって,つぎのようなこ 

とを考支ざるをえない。 1
この調查研究は，月島という当時の來京における労 

働者居住地を中心とする科学的な調査であり，月島と 

労働若生活，すなわち労働者の人口, 出生および死亡， 

結婚と離婚，家計状態，職業などにっいでの統計的分 

析，および公衆衛生（上下水道, 塵芥，排使状況，街路, 
衛生組合) や労働者の栄養状態，住屑などfcっI'、ての実 

証的な調迩である。しかしこの研究は，結論というも 

のを明確に出してはいない。「労働者め坐活は悲慘で 

ある」とか，「政府による社会政策が不充分であ•名」と 

いうような評肺は/ 一切出てこない。統計学的手法に 

よる労働畓状態の分析であり，その意味でイデオF»ギ 

一性を排除した先駆的な研究であり，その故にまた読 

渚に対する説得も却って強い力をもっ。，だがこの研究 

以来，このような形での労働者階級の生活突爐や家訃

調査が行われなかったのは何故であちう’か。

当時の労働者の生活が，いかに惨めであり，その賃合 

が標準生計費をいかに下まわるものであったかという 

問題については，中鉢疋美氏の解説を付した第7 巻: 

「家計調奄と生活研究j がぎわめて有盎である。この- 
卷の而白さは，生f l，費問題について,それぞれ意見を異 

にする人々の報告や論説が収められていることであり 

高野の「東京ニ於ヶルゴ十職工家計調査」を除いセは，. 
それぞれ論争的で，何らかの価‘値判断を行づているこ 

とが印象的である。特に, 岡実 の 「職工の生計状態j 
は，当時の政府，資本家の生計費論を代弁するものと 

いうことができ•，他方, 鈴木文治の「生活蹵問題討議」 

は，総同盟幹部として，労働者侧を代表したものであ: 
り，その両者の対比はきわめて興味深い。

'岡実は，社会政策学会におけるその報告において, 
つぎの5 点を強調ずる。①近時の物価騰貴は，賛金が 

騰貴する以上，大した問題ではない。②将来は，中產 

階級もしくは定額収入著の階級の保護ということに•注 

意しなければならない。③婦人および児童努働者の生 

計の保護，④労働保険の奨励，⑤食料品，住宅にかん 

する問題の解決, である。岡の立場は，物_ の騰貴を- 
こえて賃金が騰貴する以上，労働者の生計費は昂騰す 

るけれども，それはたV、した問題ではないという楽観- 
論であり， むしろ問題があるとすれば労働保険O ない- 
ことであると して，そこに問題の解決を求めていく。' 
これにたI 、し鈴木は反駁しているが，岡は統計や教參 

を駆使してその実証性を誇っているめであるが，その. 

立場は，開明的資本家の立場に近い。

これに比較するならば，権田保之助の「柬京市に於 

ける労働者家計の一模型j と闻『東京市に於ける少額 

俸給生活者家計の一模型j，そして，「労働渚及び小額俸 

給生活者の家計状態比較」および森本厚吉「日米ず最 

小生活費』論」は,まことに印象的というべきではな 

かろうか。

要するに権田の3 つの論文は,恩師高野岩H 郎の指 

導の下で彼が体得した統計学的手法f 用いて，月収70 

円前後の家計を標準として，家訐調査を行い，そめ両 

者を比較したもめであり，「労働者家計も小額俸給者家 

計.も共に決して余裕もる生活を示すものに非ざるを知 

り得るのである。否な夫等は生活め冷由なる現実に龠 

面して，貧困線上を上に下に危い芸当を演じつつあ 

るj という低賃金状琬を指摘するのである。

森本厚吉の「日米 f最小生活亂論jは，いま読んで- 
みて も，その学間的岚心と調迸研究にたいする熱意の，
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?旺溢を感じさせる報告であるといえる，ごの報告で彼 

は，大正7 年現在> 人々は， 1 家 5 人として，年収入 

が約2, 000円なければ生活できないとして，最低生活 

費を2, 000円と計算する。そうした場合，日本人100 
人のうち， 2 人しかその収入をえていない。 2 パ一セ 

ントの人々だけがその最低生活費を得ているにすぎな 

‘い。ここで、彼は，最/j、生存費と最小生活費を区別し， 

この観点から，日本人の生活構造を分析し，たんに低 

質金であるという事実を強調するにとどまらず，日本 

人の食生活を含めた生活構造自体のもつ欠陥や弱点を 

つぎのように指摘する。「第1 に，日本人の食糧には 

張白質が欠乏している。第 2 に，日本の普通食糧の欠 

.点は，副食物の種類が少ないということ，第 3 に，日 

本人は余りに米を食い過ぎること，第 4 に，日本人の 

食事には，非常に家庭労働を要する」（168〜169頁）と 

いう。彼が，従来ともすれば，軽視されがちな家庭経 

済学の重要性を強調し，最低賃金制のような労働者階 

•級の要求も，生計費研究を無視しては成りたちえない 

ことを指摘してI 、る点は，まととに示唆的である。

大阪市社会部調査課の「余暇生活の研究j は， 1序 

:説，第 1 章余暇利用の意義及価値，第 2 章余暇生活と 

労働時間短縮及週休制の提唱， 2 余暇生活の実際，第 

1 _ 施設より見たる余暇生活. 第 1 章民衆娱楽施設，

第 2章遊興施設，第 3 章料理店遊技場其他の娯楽施設， 

第 4 章文化的施設，第 2 編人より見たる余暇生活，第 

1章年齢及性と余暇利用との関係，第 2 章職業と余暇 

利用との関係。以上の内容から成っ：Cいる庞大な研究 

で，大阪市における娯楽施設の存在形態と労働者をは 

じめとして，市民が，これらをどのように利用しつつ 

あるかを，統計的に明らかにしたものであるというこ 

とゲできる。 • :
しかしこの調査は，労働渚の紐織的な力も弱く，ま 

た一般に，余暇というものの重要性の認識においてき 

わめて低かった時代を背景とした調啬であり，労働者 

階級の状態との関速で，余暇の問題がとらえられてい 

ない点に問題がある。

第 1 に，当時の労働者階級の労働時間は，時間外労 

働を含めてI2時間前後であり，余暇時間なるものはき 

わめて少なかったことである。第 2 に商店員の場合は, 
住込みで，その労働時間は，I2時間はおろか14時問あ 

るいは16時間以上に逹する場合も少なくなかったと忠 

われる。この場合にはこれは余暇は全く無いというべ 

きである6 そうした状況での娯楽時間は余暇ではなぐ 

化活必袈時間，—— 腿眠時問一が転化したものであり,

評

本来の余暇はきわめて少ないこととなる。娯楽に费や. 
す時間がすべて余暇であるという観点が一;H：してI 、る 
点は，印象的であるが，そこにまたこの研究の制約が 

あるといえようd ■しか■し一地方自治体と'しての大阪市 

が関一博士を中心としてこの歷大な研究をなしとげた 

その努力は高く評俪されるべきである。

以上，大正中期におけ.る生活.労働問題の史料を紹 

介したが，これらは，今日もなお，古典的価値をもっ 

ているといえよう。研究者やとぐに学生諸君にとって 

必読の文献である。

(光生館，1970年刊， A 5 , 第 6 巻 171直，第7 巻 

230頁，第 8 卷270頁，各2500円，2500円，3, 000円）

飯 田 鼎 …  
(経済学部教授）

村 上 敦 著

『開 発 経 済 学 』

本書は，村上敦神戸大学教授が，ここ数年間に発表 

されてきた諸論文を集大成• 加筆され，「開発経済学j
Development Economiesの 1'つの おそらくは最も

重要な側面であると教授が確信される経済発展と質易 

ならびに質易政策の関係に対し, 見_に筋を通した体 

系的なアプロ一チを試みた著作である。副題としてつ 

けられている一̂ 一 低開発国の経済発展と質易政策•一~̂  
は，端的にその意図‘ 内容を示している。

第̂ 2 次世界大戦後，低開発国の経済発展問題( 1 9 _  
代に入ってからはV、わゆる南北問題）が,経済学の最も童 

要な研究分野の1 つとなり，枚挙以、とまがないほど 

の研究文献が登場して「関発経済学jが生成され，苑展 

してきたのである。勿論，いまだ「開発経済学」の対象 

範囲 • 内容• 体系について，必ずしも全面的な合意が 

確立されているわけではないし，现在まさに婼展途上 

(developing)の状態にあるといえよう0 喪するに「開 

発経済学J は，低開発国め経济発展•.南北問題の解決 

を主喪なB丨標として設定し，まず経済発屁め阻害要因 

= 低開発性の要因，ないしは逆に辕極的に発屁促進の
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ための要因をさぐり，それにもとづき，低開発国発展 

の基本方向• 方策を歴史的，理論的，実証的に，究明 

していくことに中心があろう。 ：

こうした広巩な「開発経済学」の体系.内容のなか 

で，本書の位置づけ• 特徴づけを求めるとすれば，著 

者自身が「はしがき」H頁において明示されているよ 

5 に，次の2 点にあると考えられる。

「まず第1 に，本書では低開発国の経済発腰に対し, 
貿易理論ならびに賀易政策の観点から接近するという 

方法が一質してとられている。比較钜產費の理論,交易 

条件と国際収支の理論，幼稚產業保護論，さらには経済 

統合の理論に即して経済発展の問題を整理し，位置づ 

けていくという手法がこれである。ありうる多くのア 

プロ一チのうち，とぐに，このような視角を選択した 

のは，わたくし自身の特イ匕領域にもよるが，今-日，経 

済発展を国際環境との関速で捉えることが最も童要で 

€ ると考えたからである。この意味で，本書は《■発展 

のための国際経済学j Internationa】 Economics for 
Developmentと呼ばれてもよい。

第 2 に，本書ではこうした発展問題の取扱いの延長 

上に，とくに質易政策の分野においてi t 較的大胆にわ 

たくし自身の立場を打ち出すことに意が用いられてい 

る。第 6 章で展開されているf輸出ベース論』と 『幼 

稚輸出工業育成論』の提唱がこれである。極端にいえ 

ば，本書はこの第6 章を中心として体系的に構成され 

ているといってよい。それまでの諸章は第6 章で食易 

政策©積極的な展開を計るための準備段階であり,そ 

れ以後の諸章はこの立場を裏づけ補強するための諸方 

策に関する実証的研究や理論的展開に■当てられてい 

る。」 ■
このように，低開発国の経済発展の対タト的侧而とく 

に質易に限定して分析を行ない，しかも積極的な主張 

である「輸出ベース論」「幼稚輸出土業育成論』に焦点 

を合わせ，本書全体を体系的にしかも大胆に構成•族 

開してV、る淖に，本窗の特徴♦意義があり;.したがっ 

て，その評価も，問題点め指摘も，この点に中心をお 

いてなさるべきであろう。

D

本窗の主要權成• 内容を简革にまとめておく。

その榴成は，次の通りである。

第1章総説一本街の目的と内容一 

第 2章 贸 易 機 造 と 贸 易 利 益 、

第3窜女易条件と国際収变

章

章

章

章
 

平
 

4 

5 

6 

7.眷

経済発展と工業化一工業化戦略の吟味一 

幼稚産業保護論の再検討 

贸易利益と経済発展

輸出te進政策の実態( i ) - i パキスタンのケ-
.ス——

第 8 章輸出促進政策め実態（II)一台湾のケース一 

第 9 章経済発展と経済統合 

第10章経済発展と経済援助 

まず第1 章で, 明快に本書の主要な問題意識と内容. 
構成との説明 . 耍約がなされており，第 2 〜第5 章の 

前半部分において，従来の理論展關の整理•再検討が 

行なわれて，第 6 章の積極的な展開への理論的鉴礎づ 

< りがなされている。第 6 章が中心であり，第?〜第10“ 
章は，第 6 章に提示された発展方向を実現するための 

積極的な政策の理論的*実訪:的検討にあて.られている 

一読して，とくに興味があったのは，第 6 章は別と 

して，第 4 。第 5 章におけるとれ迄の理論展開の整理.: 

評価の視点 • 見方，第 7 • 第 8 章での現地調査にもと:’ 

づく貴重なケ^ ス • スタディおよび第10章にみられる. 

統合接助政策の提唱 . 展開などである。

m

次にごく簡明に，主要内容を要約しx みたい。

第 2 章においては，一国の質易構造の決定，質易利益.: 

の発生という2面を説明する比較生産費の理論が, 低開 . 

発国の貧易構造と貿易利益の解明に適用可能であるか、 

いなかが問われている。著者は, 広義に比較生産费理： 

論を解釈することにより（すなわちいわゆるへクシャー• • — 

オリーン定理のみでなく，ハロッドの特殊的な生産要素： 

(specific factors).の考慮なk*)，低開発国の質总構造を決定:' 

する原理となりうることを明らかにしている。貿易利. 

益の発生を説明する原理としては，前焊とする諸仮定 

が低開発国で満たされるとはかぎらず，種々なる「ゆ， 

がみ」とくに生産要素市場における不完全性.硬直性 

が，低開発国の収受する利益を小さぐし，極端な場合 

には，むしろ経済厚生上の損失をもたらすことさえあ 

るのである。

それは，第 3 章における「窮乏化成長j に象徴され 

ており，低開発国のもつ「ゆがみj •構造転換能力の欠 

如は, 交易条件の長期的悪化をもたらし，またリンダ 

一流の生產能力の利角と成長に不可欠な一矩の「輸入 

必要量J と 「輸出最大量J とを規矩し, いわゆる「外 

国為替ギャップ/ を坐ぜしめるととになる。

第 2 , 第 3 -草の検討を通じて, 著者は, 低開発国の、
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